
4月から新入社員を受け入れる事業者は、オリエンテーションをしっかり行いましょう。ま
た、月末からの大型連休に備え、休業日状況の確認を行いましょう。

１．所得税、贈与税等の申告納付期限の延長

２．36協定届の様式と本社一括届出の取扱い変更

３．改正高年齢者雇用安定法の施行（70歳までの就業機会確保の努力義務化）

４．賞与支払届・算定基礎届の総括表廃止

５．給与支払報告に係る給与所得者異動届出

６．社会保険料率等の変更

７．労働者名簿の調製
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１．所得税、贈与税等の申告納付期限の延長

令和2年分の所得税、贈与税、個人事業者の消費税の確定申告・納付は、1月の緊急事態宣言の発令
に伴い、4月15日まで延長されました。

また、所得税の確定申告の振替日、個人事業者の消費税の振替日も、それぞれ5月31日、5月24日に
延長されています。

２．36協定届の様式と本社一括届出の取扱い変更

4月から36協定届（時間外・休日労働に関する協定届）の様式が新しくなります。3月末からは、事
業場ごとに労働者代表が異なる場合であっても、電子申請に限り36協定の本社一括届出が可能になり
ます。

３．改正高年齢者雇用安定法の施行（70歳までの就業機会確保の努力義務化）

4月より、従来の65歳までの雇用確保義務に加え、70歳までの就業機会を確保するため、定年引上げ
や継続雇用制度導入などの「高年齢者就業確保措置」を講ずることが努力義務になります。

４．賞与支払届・算定基礎届の総括表廃止

4月1日以降、社会保険の賞与支払届や算定基礎届に添付する総括表が廃止されます。これに伴い、
賞与を不支給とする際は、新たに「健康保険・厚生年金保険 賞与不支給報告書」により届け出るこ
とになります。

５．給与支払報告に係る給与所得者異動届出

住民税の徴収方法が特別徴収である事業者で、4月1日現在で昨年の給与支払報告書を提出した社員
のうち、給与の支払を受けなくなった社員がいる場合には、4月15日までにその社員が住んでいる市
区町村長に届出をします。

６．社会保険料率等の変更

令和3年度の雇用保険料率は令和2年度より変更はありません。健康保険料率、介護保険料率は3月
分（4月納付分）から変更となります。

７．労働者名簿の調製

新年度が始まりましたので、労働者名簿を調製する必要があります。退職者については退職日と退
職事由を記入し、入社した者については新たに作成しておきましょう。また、この労働者名簿につい
ては退職の日から3年間は必ず保存しておくことになっています。
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